
中間支援組織の役割、情報施策のあり方とは？

平成27年5月

　第4回川崎市協働・連携のあり方検討委員会が平
成27年5月1日、高津市民館第１・２会議室（ノクティ
2 高津区溝口）で開催され、中間支援組織の役割と協
働・連携の仕組みづくり、協働・連携を生み出す情報
施策の２つのテーマについて、討議しました。　　　

川崎市総合企画局自治推進部

第4回委員会では、協働・連携について具体的なテーマに基づき審議・検討。
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中間支援組織の役割①
各主体の支援強化を通じた市民社会全体の底上げ
　協働・連携の推進は、担い手となる市民社会全体
の底上げが必要です。今後は、一般の人や企業等か
らの共感を獲得し、多くの関係者を巻き込むことに
よる資源調達先の開拓や、中間支援組織同士のネ
ットワーク化等が必要と考えられます。

中間支援組織の役割②
コーディネートにより協働・連携を推進する仕組み
　協働・連携に関するニーズが高まっていることか
ら、今後は、協働・連携を推進するための具体的な仕
組みやコーディネート機能が重要になると考えられ
ます。

第4回委員会の様子第4回委員会の様子

今後の協働・連携に求められる中間支援組織の役割、仕組みづくりとは？

　かわさき市民活動センターの利用登録団体
アンケート（平成26年2月）によれば、「連携」が
高い割合を占めています。

※回答は323団体、順位は20項目中の順位

協働・連携の担い手

企業
市民
行政等

中間
支援
組織

協働・連携の担い手となる市民社会全体の底上げ

主体

主体

主体

（参考）課題解決のために必要なこと

・協働・連携の担い手育成の観点から、中間支援組織の役割は重要
・コーディネート機能を発揮する仕組みが必要
・多くの関係者を巻き込み、多様な資源を獲得することが重要
・行政の役割が協働・連携の取組に関与し信用力を提供することで、協働・連携のすそ野が広がり、
活性化につながる

具体的活動を進める
一つの主体としての
ネットワーク

(成果を生み出す)

協働・連携を生むた
めのネットワーク
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(多様な主体をつなぐ)

多様な活動資源(資
金・人材)をつなぐ
(これまでのいわゆ
る中間支援組織)

協働・連携の仕組みづくりとしてのあり方・方向性（例）
　課題解決のための協働・連携を促進する仕組みとして、次の4つのパターンが考えられます。

１位　地域との連携　　（39.3％）
２位　行政との連携　　（38.1％）
３位　他団体との連携　（36.2％）
７位　企業との連携　　（22.6％）
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第6回委員会　7月14日（火）午前中
会場：川崎市役所第3庁舎12階総合企画局企画調整課会議室
■傍聴ができます。ご興味のある方はぜひお越しください。
■開催時間は決定次第、以下の市ホームページでお知らせします。　
　 http://www.city.kawasaki.jp/shisei/category/42-3-0-0-0-0-0-0-0-0.html
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協働・連携を生み出す「情報施策」とは？

①つなぐための情報（各主体をつなぎ協働・連携を生む情報）
②支援するための情報（連携・協働の担い手となる主体を強化し、市民社会全体の底上げを支援する情報）
③地域課題の解決主体としての情報（情報処理技術による地域課題の解決）

情報施策の方向性

・多くの一般市民や関係者を巻き込むことが重要
・ICT等の新しい技術の活用により、スピードや費用面で効率的な成果を得ることが期待される
・情報に関する課題やニーズを踏まえると、情報施策の方向性として、次の3つが考えられる

情報に関する現状の課題

・行政の情報発信そのもの
に工夫が必要

・市民活動団体等がそれぞ
れ独立して情報発信

市民等からのニーズ

・活動主体等の情報
・課題の顕在化
・課題解決のツールとして

の情報

活動主体からのニーズ

・活動主体に活力につなが
る情報発信の強化

・協働・連携先の情報取得
・情報交換ができる場

中間支援組織の役割等に関する主な委員コメント

・現在の中間支援組織は仲立ちやコーディネ

ートよりも資源提供者の役割をしている。

・住民参加組織の中間支援と社会的課題解決

の担い手に対する中間支援で分けることが

必要。

・中間支援の役割を求められているまちづく

り協議会や区民会議等既存組織との整理が

必要。

・活動をしようと思っている人がまず相談等

　に行くのは身近な区役所ではないか。一方、

　社会的起業等の支援拠点は交通利便性の高

　い場所にあった方が良いと思う。

・企業は市民活動団体の実態が分からないか

ら、協働・連携できないのではないか。

・普通の人が支える公共が課題になっている

のではないか。

事務局
川崎市総合企画局自治推進部

TEL 044-200-2168
FAX 044-200-3800

20ziti@city.kawasaki.jp

情報施策に関する主な委員コメント

・市民活動団体等がリアル

タイムで投稿できる仕組

みが必要。

・ITを活用したデジタルと

　地域に根付いたアナログ

　（紙媒体）の両方が必要。

・ホームページ、ブログ、

ツイッター、フェイスブ

ック等のメディアミック

スが重要。


